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中島 恵理

環境省総合環境政策局

環境教育推進室室長補佐

環境人材育成コンソーシアム（仮称）
について

社会が求める人材

○「環境」を経営・事業戦略に積極的に統合する強い動機を有し
高い専門性とリーダーシップを育成するサポート体制の必要性

（人材のグリーン化＝“自発的に変わる”きっかけの場づくり）

起業家精神豊かな人材 高度な専門性を有する人材（特に技術と経営）

経済と地球環境の持続可能性を追求する社会変革
（攻めのSR)をもたらす人材

環境人材育成コンソーシアムの意義
従来型の経済社会システムからのパラダイムシフトにより２１世紀型の

持続可能な新しい社会構造への転換が要求されている時代

社会の側の短期的ニーズ
環境を企業・事業戦略に内在化できる経営層

（大企業及び中小の経営者・中堅層）
（少数のリーダー層から中堅層）

社会の側の中長期的ニーズ
高い専門性を持ちながら環境経営

のマインド・知見を有する人材の確保
（裾野の広い一般層も含む）

環境人材を実際に育成する場である大学

環境人材の受け入れとともに育てるニーズをも持つ

企業・行政・NGO等

産学官民すべてのステークホルダーのためのコンソーシアム

コンソーシアムがターゲットとする
環境人材について

持続可能なアジアに必要な環境人材

環境を統合した社会経済システム環境負荷の少ないライフスタイル 好循環

支持

影響

現在 2050年

実践 構築

あらゆる分野・職種で必要

タ
ー
ゲ
ッ
ト

環境人材

環境配慮型市民

全市民・職業
人・地域人

環境配慮型
市民

環境人材

持続可能なアジアの
実現に必要な人材

強い意欲

専門性

リーダーシップ

• 経済社会活動に環境保全を統合する構想・企画力
• 関係者を説得・合意形成し、組織を動かす力

• ビジネス、政策、技術等を環境、経済、社会の観点
から多面的にとらえる俯瞰的な視野

• 持続可能な社会づくりの複雑さ・多面性を理解しつつ、それに取り組む
強い意欲

環境人材に求められる３大要素
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• 環境以外の分野（法律、経営、技術等）の専門性

• 専門性と環境との関係を理解し、環境保全のために専門性を
発揮する力

大学・大学院は３大要素を統合して学ぶことが可能

専門性を十分に身につける
－法学、経済学、技術等

環境保全についての分野横断的な知見
－俯瞰力・鳥瞰的視点を持つ

自らの専門性と環境の関係の理解

環境人材＝T字型の能力を有する人材
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行政 企業等 市民社会

環境
人材

中央行政
自治体

中央行政
自治体

環境
人材

製造業（例）

その他の業種

設計部局
製造部局
営業部局

等
環境
人材

NGO/NPO

学校

市民団体

環境関連部局

その他の部局
環境関連部局
その他の部局

環境専門
その他

幼・小・中・高

あらゆる分野に求められる環境人材

あらゆる分野に求められる環境人材 コンソーシアムのターゲット

日本で活躍する環境人材

アジアで活躍する環境人材
（留学生、アジア人への教育を含む）

当面はコンソーシアムの機能
を通じて日本国内の大学で
アジアで活躍する人材を育成

• 既存のネットワークやアジア諸国の取組との
連携を図る

• 将来アジアの大学や企業等にも参加を呼びか
けると共に、アジア地域での環境人材育成コ
ンソーシアムの設置を支援 8

現在及び将来の
リーダー・経営層

現在及び将来の幅広い裾野を
持つ一般層

現在及び将来の専門分野を
追求する中堅層

経済社会のグリーン化を目指す
社会人、現役の大学生・院生を含む
具体的な事業においては、ターゲットを

一定の層に焦点をあてる

２．産官学民連携のプラットフォームと
してのコンソーシアム

大学

企業等 行政

NGO

体制

国際
機関

環境人材育成コンソーシアム（仮称）の構成主体

社会の現場と人材育成側が
一体となった人材育成

・ 社会で求められる技能を持つ環境人材の育成
・ 実践的教育による環境人材の効果的な育成
・ 実践的教育の簡易化・マッチングの効率化
・ 環境人材の活用の促進

• 競争力ある環境ビジネスの発展
• 企業活動等と環境保全の統合の一層の促進

◎大学間連携による効果
的教育の実現（単位互換
等）

○インターンシップ・現場
実習の場の提供
◎社内環境教育の充実
◎大学との共同研究、

教育の場の提供による
環境ビジネス等の促進

○インターンシップ、現場
実習の場の提供
◎行政内研修の充実

◎大学からのインプットに
よる効果的施策の展開

◎実践的教育の実行 ○現場実習・研修の場の
提供

◎大学からのインプットに
よる事業の一層の展開

産
学
官
民
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

各主体の役割とメリット

大学

企業

行政

市民
社会

環境人材の活躍の場の提供・拡大

国際
機関

○ 役割
◎ メリット

環境人材育成コンソーシアムのイメージ

企業

企業 企業

NGO
NGO大学 大学

大学

大学
大学

大学

ＮＰＯ等

企業

大学

大学
大学

企業

自治体 ＮＰＯ等

大学

関連
省庁

全
国
レ
ベ
ル

地
域
レ
ベ
ル

環境人材育成コンソーシアム

事務局
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３．コンソーシアムの事業内容案

コンソーシアムで実施する事業内容

交流プラットフォーム

中核的事業

参加対象

•企業
•大学
•NGO
•行政

人材育成
の対象

•大学生
•大学院生
•社会人

（リカレント）

様々な研究会

リソースの共有

情報交流・提供

協働研究

各種情報の
収集・整理

データベース整備

モデルシラバス作成

モデル教材作成

14

企業の人材
の

グリーン化

現役大学生
の

グリーン化

環境人材が
活躍できる
場の拡大

産官学民

協同教育
コーディネート

産官学民
協同教育

システムの
構築

共通

インフラ

開発

視点

手法

①「環境
力」を有す
るＴ字型人
材育成プロ
グラム構築
事業

②攻めの
環境経営の
ための
グリーンMBA
・MOT等
構築事業

③環境人
材育成情
報インフ
ラ構築

① 「環境力」を有するＴ字型人材育成プログラム構築事業

既存の先駆的取り組み
IR3S、現代GP（文科省）
環境人材育成のための大学教育プロ
グラム開発事業（環境省）
戦略的環境リーダー育成拠点形成プ
ログラム（文科省）
他、関連事業での経験

国内の大学教育
の現場で活用

企業、行政等での
実践的教育に活用

応用

環境力とは･･･
①実体験に基づく
環境への高い動機

②環境を積極的に
守ろうとする意欲

③環境を守るため
の行動力

「環境力」育成のための要素
カリキュラム上で基礎から応用ま
での流れが確立していること
参加型・体験型教育法の採用
知識だけでなく、新たな知識を獲
得できる「学び方」を学ぶ
ヒューマンスキル形成との関連性

適用

アジアの教育
現場に援用

環境力育成プログラム開発･･･

シラバス
教授法

教材・教科書
指導資料

公開・カリキュ
ラム実践の展開

ｸﾞﾘｰﾝMBA/MOTの
認証に適用

ｸﾞﾘｰﾝMBA/MOTを通
じて身に付く能力

①環境と経営を統
合した経営力

②環境を経営戦略
に活用する企画力

③企業経営を通じ
て環境保全を図る

実践力

環境経営リーダー
認定証授与

グリーンＭＢＡ/グリーンＭＯＴ
プログラム開発

モデル的教材
教授法

実践的教育運用システム

先駆的取り組み
海外(欧米･アジア)での実践事例
環境人材育成のための大学教育プ
ログラム開発事業（環境省）
戦略的環境リーダー育成拠点形成
プログラム（文科省）
他、研究会・ＷＧでの検討

「グリーンMBA/MOT」の要素
環境と経営の統合のための手法（環
境マネジメント・環境会計等）につ
いての理解
企業経営に求められるリーダーとし
ての素養
実践型教育手法の採用

大学・企業との共同作業

② 攻めの環境経営のためのグリーンMBA・MOT等構築事業

コンソーシアムのホームページ開設
データベースシステムの構築

各組織が持つフィールド等のリソース共有システム
教育リソースとなる人材の登録

環境人材育成に関する情報共有・情報
発信プラットフォームの構築

教育実践情報（カリキュラム・シラバス・教授法等）
教育制度情報（コース認定、学位システム、副専攻等）
システム情報（自己評価、外部評価、認証評価機関等）
連携･施設情報（インターンシップ、フィールドワーク等）
ネットワーク情報（国内・海外の関連団体・組織）

環境人材育成に関するさまざまな情報の存在

③ 環境人材育成情報インフラ構築事業

産学官民
協同教育
コーディ
ネート

産学官民
協同教育
システム

①:環境インターンシッププログラム支援

⑥:環境人材・環境リーダー育成手法マニュアル、共通証明書の作成

②:企業等の環境人材リクルート事業

⑤:コンソーシアム自体の普及啓発活動

③:人材派遣プログラムの実施

④:企業の環境経営促進と連携した人材育成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

⑦:持続可能性に関するT字型集中セミナー

⑧:中小企業向けの教育機会の提供

その他コンソーシアム事業として行うことが
考えられる事業例
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３つの基礎的事業の相互関係と事業の発展イメージ

企業への教育機会の提供
（経営者・管理職・
環境担当者等対象）

シラバスの講義内容を発展さ
せた環境人材に係る「資格・
共通修了（認証制度」の検討

講義内容を応用した
持続可能性に関する鳥瞰型

セミナー

個別の環境関連の専門科目の
シラバス（大学院向け）

研究会の開催

アジアでの
インターンシップ・
フィールドワーク

海外との連携モデルプログラム

セミナー開催

アジアの大学との
単位互換・講師交流

グリーンMBA・MOT等
構築事業

T字型人材育成のための
「環境学」構築事業に
よるシラバス、参考教
材等の研究・作成

環境人材育成情報インフラ構築事業

確定された情報を提供
（講義内容・参考書等）

シラバスの作成に必要
な研究会の開催等、情
報交換の場を提供

基礎情報提供
情報基盤整理

基礎情報提供
情報基盤整理

４．コンソーシアムの組織について

事業展開に即した事務局の規模について

まずは小さくコンパクトな規模で開始
＜モデル事業及び基盤整備を実施＞
＜段階的に参加団体・会員を募り、

事業の規模を拡大＞

会員の積極的協働による事業の実施
＜ 2012年度末までに法人格取得＞

本格的に事業展開できる規模へ発展
＜会員の参画、ニーズに応じて新規の事

業を展開＞
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（2009-
2010年度頃）

（2011-
2012年度頃）

（2013年度
以降）

経費負担

政
府
資
金

民
間
資
金
（
会
費
等
）

立ち上げ
初期段階

中期段階

確立段階

コンソーシアムの組織について

将来

事務局
（事務局長+スタッフ複数名）

研究会
（代表幹事・幹事会）

ワーキンググループ
（会員大学・企業・行政・NGO等の有志） WG

事務局

WG WG

平成21年度～ 将来

必
要
に
応
じ
て
、

第
三
者
助
言
機
関
等

を
設
置

地域の関連
ネツトワーク等

各種NPO・
NGO

地方公共団体・
中央省庁

事業者団体

連携・協働・パートナーシップ

総会

運営委員会

大学 企業地域の関連
コンソーシアム等

コンソーシアム組織への参加の方式、会費等

参加の対象
団体：大学、企業、行政（各省庁、自治体）

NPO、大学団体（大学コンソーシアム、学会）
企業 団体（業界団体等）、学生団体 等

個人：大学の教員、学生等

会員としての参加
会費の納入等により
コンソーシアム事業
のサービスを享受、
コンソーシアム事業

運営に参画

連携・協力団体とし
ての参加

リソースの提供によ
りコンソーシアム事
業のサービスを享受
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＜大学・行政・NGO等が法人として参加＞
正会員･･･事業運営・経営に参加・運営委員会・総会への参加
普通会員･･･事業運営に参加・総会への参加
情報会員･･･情報入手、事業の企画や参加の際にはその都度

費用負担
＜大学教員・企業等が個人として参加＞
個人普通会員･･･事業運営に参加・総会への参加
情報会員･･･情報入手、事業の企画や参加の際にはその都度

費用負担

＜企業・行政・NGO等が法人として参加＞
賛助会員･･･情報入手・リソース/資金の提供（社会貢献活動）


